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不動産物権変動について
2026年 2月 13日
松岡 久和

はじめに

１ 学部生時代の論文

・論理問題からの出発と深掘り－二重譲渡の正当化根拠

Ａ
②第 2譲渡 ○登 ①第1譲渡

Ｃ Ｂ
○登

(1) 「不動産物権変動論試論 ── 表見責任説の試み」（ 01）

・公信力説（篠塚・石田・半田）への好意、通説側からの反論（星野・好美）

・公信力説への疑問
(2) 「動産物権変動論の再構成」（正式名称は失念。 02）

・動産二重譲渡と占有改定 ── 「対抗できない対抗要件」？（→ 08、 46）

２ 修士論文

・論理と政策的価値判断の両輪；法律構成と結論を直結させない柔軟性の追及
(1) 判例研究
(a) 背信的悪意者排除説（判例・通説）への疑問

・取引安全の保護？
・裁判規範と行為規範

(b) 北川弘治論文の光と影
(c) 要素への分類と 2つの結論の発見

→学生向けの要約・紹介（34）

①同居の家族、形骸化した会社と代表取締役のように、第二譲受人と二重処分者が実
質的に同一人と評価される場合（準当事者類型）では、第二譲受人に悪意や背信性
がなくても、第一譲受人は、権利取得を登記なくして対抗できる（ 177条というより 176

条の問題）。補足 この発見の衝撃（48）と最高裁判決例（ 12）の公表
②準当事者類型以外の一般的な不当競争類型では、第二譲受人の保護の可否は、第二
譲受人が善意である場合に限られる（実質的には悪意者排除説）。悪意であっても背
信性がないという争い方はほとんどされず、背信的悪意者性を否定した事例は、き

わめて特殊な事例か、第二譲受人が善意（登記名義のある二重処分者に処分権限がある

と信じていた）場合に限られる。
(2) 比較法研究
(a) 研究能力を示す必要性
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(b) 先行研究をふまえた多角的な比較法
①物権と債権を峻別しないフランス法 滝沢論文・鎌田論文
②物権と債権を峻別するドイツ法 好美論文＋債権侵害論の動向
③異次元体系かつ州法と判例法の交錯するアメリカ法 吉村論文・小賀野論文。同時
期の成田論文。英米法の道田信一郎先生のご教示によるCJSの利用。

＋フランス法とドイツ法の間にあるオーストリア法 有川論文
アメリカ法の基礎となり大きく改革されたイギリス法 幾代論文

(c) 楽天的な比較法
・各国の伝統や他の制度（物権と債権の峻別度合い、不法行為法における債権侵害・契約

侵害の扱いの違い、信託法理の介在など）との関係で多様な判断があるが、おおむね

結論は一致して悪意者排除に向かう傾向がある。
(3) 修士論文の評価

３ 公表論文と私法学会個別報告

(1) 「判例における背信的悪意者排除論の実相」（ 03）

(a) タイトルの由来
(b) 林還暦への執筆の経緯
(c) 評価

(2) 「不動産二重譲渡紛争について (1)(2)」（ 05）

(a) 立法者意思検討の追加
・前田達明先生の大学院スクーリングの反映
・立法者意思解明の意味

想定された典型例の確認
採用された法政策の是非
その後の立法・判例による変化の可能性
→立法者意思とは異なる解釈を正当化するための論理

(b) 学説史の追加
・舟橋諄一先生の背信的悪意者排除説に至る動揺の経緯

(3) 日本私法学会個別報告（06）

(a) 広中先生・滝沢先生・生熊先生・鎌田先生
(b) 恥ずかしい大見得

(4) 主張の要旨
・準当事者類型では善意でも177条不適用
・不当競争類型では善意無過失必要説・過失の前提となる注意義務の限定
・典型以外への拡張の論理

(5) 評価
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４ 物権変動論の広がりと悩み

(1) 物権変動関係の注釈書・教科書（ 07、 08）

(2) 論文・解説（11、 16、 25）

(3) 書評・論文批評（ 10、 13、 20）

(4) 判例評釈・解説（ 12、 14、 17、21、 22、40）

(5) 差押債権者の第三者性
・責任財産の判断と登記の役割／所有権取引と担保取引の区別の可否（15）

・典型例以外の各制度（相続、取消し・無効、取得時効等）固有の要素との関係
・中間的総括（ 18、 19）

(6) 176条の意思主義の理解（23・ 24）

(7) 教育の視点（30、 34、 37、 39）

５ 東アジアの比較法と立法論

(1) 中国物権法の制定のインパクト（ 26、 33、 36）

(2) 立法論の試み（ 27、 35、 38）

(3) 不動産法セミナーの刺激（ 28）→６(1)

６ 総括の時代

(1) 物権法講義の連載と単行本化（ 41、 46）

・登記による一元的問題処理という立法者の政策の挫折（立法者意思の変容）

「地震売買」の横行に対する善意者限定論
明認方法の判例法理
建物保護法・借家法（→現借地借家法 10条・ 31条）その他、占有尊重立法の展開
→「公示の原則の動揺」（我妻・ 1939年）ではなく、登記以外の公示機能の重視
不動産の個性と現地検分の不可欠性

・公示と公信の区別と接近
・典型とその偏差という見方の徹底

(2) 編著等総括の役割の増加（ 43、 49、 51）

おわりに
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